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大項目１．子育て家庭への支援 

大綱１ 子育て支援の施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  
 

＊核家族：夫婦と未婚の子どもから成る家族のこと。 

           近年、＊核家族化や近隣との人間関係の希薄さの進展から、子育て中の親が子育

てに悩んだ際の相談や援助を求めることが難しい状況にあります。 

平成１７年国勢調査によると、町の総世帯数のうち１８歳未満の子どものいる

世帯は全体の３５．５％を占めています。また、３５～３９歳の夫婦世帯の転入

が増加傾向にあることにともなって、今後は子どものいる世帯の増加が予測され

るため、より一層の子育て世帯への支援が求められています。 

本町では、保健センターや保育所（園）、児童館において、有資格者による子育てや家庭内問題に対

する相談窓口を開設するとともに、広報などを通じ、情報提供に努めています。 

また、乳幼児医療費や幼稚園就園費、ひとり親家庭等の医療費を給付し、子育て世帯への経済的支

援を行っています。 

夢や希望を持って、安心して子育てができるようさまざまな不安や経済的

負担の軽減に努めます。 

子育ての相談体制や学習機会の充実 
 

誰もが安心して子育てできる環境づくり 

 

子育て世帯に対する経済的な負担の軽減 
 

基本

的な

方針 

子育てに関する不安のないまちにするために。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 

活動 

目標 
子育て講座 

の参加者数 
３５０人 ４８０人 ５年間 

まち

の 

現況 

今後

の 

課題

基本

的な

方針 

活動

目標
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●０歳～19 歳の人口推移（各年３月３１日現在）（人）       資料：住民基本台帳及び外国人登録台帳（住民ほけん課） 

●合計特殊出生率の推移（％）                                          資料：越谷保健所 

 

 

 

＊民生委員・児童委員：民生委員法にもとづき、厚生労働大臣が委嘱している民間奉仕者。住民の生活状態の把握や支援を必要としている者

への自立相談・助言、社会福祉事業者などとの連携・活動支援、福祉事務所その他関係行政機関への協力などを職務とする。 
＊ＮＰＯ：営利を目的とせず、公益のために活動する民間団体（非営利組織）の総称で、「Non Profit Organization」の略。 

 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 

０～ ４歳 1,554 1,540 1,547 1,481 1,436 

５～ ９歳 1,772 1,843 1,792 1,789 1,752 

１０～１４歳 1,723 1,719 1,742 1,773 1,820 

１５～１９歳 1,909 1,887 1,817 1,730 1,673 

２０歳未満計 6,958 6,989 6,898 6,773 6,681 

総人口 30,749 31,158 31,252 31,324 31,540 

 平成 14年 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 

全 国 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 

埼玉県 1.23 1.21 1.20 1.22 1.24 

松伏町 1.16 1.16 1.13 1.27 1.00 

（１）子育ての不安の軽減   

①相談体制や学習機会の充実 

安心して子育てができるよう、地域の子育て経験者や保健センター、保育所

（園）、幼稚園、児童館などを活用し、気軽に家庭教育に関する学習や相談ので

きる体制の充実を図ります。また、＊民生委員・児童委員や関係機関と連携し、

適切な指導や支援に努めます。 

②母子保健の充実 

母の健康管理を促進するとともに、リスクの早期把握と指導を徹底するため、妊娠届け時から

一貫した母子健康システムの充実に努めます。 

③情報提供の充実 

子育て機能の向上を図るため、＊ＮＰＯなどの行う相談サービスや、子どもの遊び場、＊小児科

医療機関などといった、子育てに関するさまざまな情報を提供します。 

（２）子育ての経済的負担の軽減 

①乳幼児事業の充実 

乳幼児にかかる医療費などの経済的負担を軽減するため、乳幼児事業の充実を図ります。 

②ひとり親家庭等への支援 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を図るため、生活支援に努めるとともに、医療費支給事業

などの充実を図ります。 

③就園・就学に対する支援 

教育の機会均等の立場から、経済的に恵まれない幼児や児童、生徒に対し、幼稚園就園に関す

る負担の軽減や、小学校・中学校において必要な学用品などの支給に努めます。 

施策 

目標 

町民満足度の向上を図ります。 ～アンケート調査（５段階）～ 

子育てのための 

支援・相談体制 
２．８９ｐｔ ５年間 ３．４０ｐｔ 

基本

計画 
基本

計画

施策

目標
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＊核家族：夫婦と未婚の子どもから成る家族のこと。 

           近年、＊核家族化や近隣との人間関係の希薄さの進展から、子育て中の親が子育

てに悩んだ際の相談や援助を求めることが難しい状況にあります。 

平成１７年国勢調査によると、町の総世帯数のうち１８歳未満の子どものいる

世帯は全体の３５．５％を占めています。また、３５～３９歳の夫婦世帯の転入

が増加傾向にあることにともなって、今後は子どものいる世帯の増加が予測され

るため、より一層の子育て世帯への支援が求められています。 

本町では、保健センターや保育所（園）、児童館において、有資格者による子育てや家庭内問題に対

する相談窓口を開設するとともに、広報などを通じ、情報提供に努めています。 

また、乳幼児医療費や幼稚園就園費、ひとり親家庭等の医療費を給付し、子育て世帯への経済的支

援を行っています。 

夢や希望を持って、安心して子育てができるようさまざまな不安や経済的

負担の軽減に努めます。 

子育ての相談体制や学習機会の充実 
 

誰もが安心して子育てできる環境づくり 

 

子育て世帯に対する経済的な負担の軽減 
 

基本

的な

方針 

子育てに関する不安のないまちにするために。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 

活動 

目標 
子育て講座 

の参加者数 
３５０人 ４８０人 ５年間 
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大綱１ 子育て支援の施策 

大項目２．子どもが健やかに育つ環境の整備 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊合計特殊出生率：１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、女性が一生の間に産む子どもの数の平均とされる。 
＊初期・二次小児救急医療体制：初期救急医療体制とは、比較的軽症な救急患者の診療を担当する体制。市町村区域程度の地域を一次医療圏

として、地区医師会が中心となり休日夜間における在宅当番医制などによる住民に身近な救急医療のこと。二次救急医療体制とは、初期救急

医療施設では対応できない、入院治療を必要とする重症救急患者の医療を担当する体制。 
＊放課後児童クラブ：保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学校低学年の児童を対象として、授業の終了後に適切な遊びや生活の場を

提供しその健全な育成を図るものをいう。 

国は少子化社会対策大綱において「若者の自立とたくましい子どもの育ち」「仕

事と家庭の両立支援と働き方の見直し」「生命の大切さ、家庭の役割等についての

理解」「子育ての新たな支え合いと連帯」の４つの重点課題を挙げています。また、

地域の子育て支援についても、乳幼児だけでなく成長過程の全段階での子どもと

子育てを大切にする取り組みを推進しています。 

平成１８年度の＊合計特殊出生率は、国や県の数値を大きく下回り、少子化の傾

向が顕著に現れ、子どもが健やかに育つ環境整備が求められています。 

保健センターでは、母子に対する健康相談や健診を行い、周辺の自治体や医師会などと協同して＊初

期・二次小児救急医療体制を整えています。 

保育所（園）で乳児保育や延長保育、一時保育、障がい児保育を実施し、また＊放課後児童クラブに

よる留守家庭児童の受け入れも行っています。子どもの居場所である児童館では、レクリエーション

やイベントの開催など多くの事業を実施しています。 

また、子どもたち自らが企画して子ども自身が楽しめるまちづくり「ミニまつぶし」を実施し、地

域・世代間交流の機会の促進に努めています。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 
心身ともに健康に育つ体制整備 
 

基本

的な

方針 

子どもを安心して育てることができるよう、母子保健・小児医療の充実を

図ります。 

保護者の育児と就労の両立を支援するとともに、多様な保育需要に対応す

るため、保育サービスの充実に努めます。 

健全な育成環境を形成するため、子どもたちの自主的な活動を支援すると

ともに、家庭・学校・地域の連携を強化します。 

まち

の 

現況 

基本

的な

方針 

今後

の 

課題
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＊幼保一元化：保育園と幼稚園の互いの良さを活かし保育内容や施設の一体化を進めることで、より良い保育・教育を行うもの。 
＊ＮＰＯ：営利を目的とせず、公益のために活動する民間団体（非営利組織）の総称で、「Non Profit Organization」の略。 

活動

目標 

子どもが健全に育つ環境が形成されたまちにするために。 

保育所（園） 

定員 
３５５人 ３７５人 ５年間 

松伏町ジュニア 

リーダー登録者数 

 

５年間 ２４人 ３０人 

施策

目標 

町民満足度の向上を図ります。 ～アンケート調査（５段階）～ 

子どもが健全に 

育つ環境の整備 
 ー ５年間 ３．００ｐｔ 

基本

計画 

（１）母子保健・医療の充実 

①乳幼児健康診査の充実 

病気の早期発見・早期治療、乳幼児の健康保持、増進を図るため、妊娠届け時

から一貫した母子保健システムの充実に努めます。 

②小児救急医療体制の充実 

関係医師会などと連携し、夜間診療や休日診療などの小児救急医療体制の充

実に努めます。 

（２）仕事と子育ての両立支援の充実 

①保育内容の充実 

保育ニーズの増大・多様化に対応するため、乳児保育や延長保育、一時保育、障がい児保育、

子育て相談などを充実をさせるとともに、＊幼保一元化に努めます。 

②保育サポート体制の充実 

母親の就労率が上昇する中で、仕事と育児の両立を支援するため、一時保育体制について、＊Ｎ

ＰＯ法人や民間団体などとの連携強化に努めます。 

③留守家庭児童対策事業の充実 

放課後に保護者が不在である家庭の児童の健全育成と多様な保育ニーズに対応するため、放課後

児童クラブの充実を図ります。 

（３）育成環境の整備 

①子どもの居場所の充実 

子どもが身近で安全に学び遊べるよう、公園や広場、児童館などの充実を図り、子どもの居場

所づくりに努めます。 

活動

目標

基本

計画

施策

目標

 

 

 

大綱１ 子育て支援の施策 

大項目２．子どもが健やかに育つ環境の整備 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊合計特殊出生率：１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、女性が一生の間に産む子どもの数の平均とされる。 
＊初期・二次小児救急医療体制：初期救急医療体制とは、比較的軽症な救急患者の診療を担当する体制。市町村区域程度の地域を一次医療圏

として、地区医師会が中心となり休日夜間における在宅当番医制などによる住民に身近な救急医療のこと。二次救急医療体制とは、初期救急

医療施設では対応できない、入院治療を必要とする重症救急患者の医療を担当する体制。 
＊放課後児童クラブ：保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学校低学年の児童を対象として、授業の終了後に適切な遊びや生活の場を

提供しその健全な育成を図るものをいう。 

国は少子化社会対策大綱において「若者の自立とたくましい子どもの育ち」「仕

事と家庭の両立支援と働き方の見直し」「生命の大切さ、家庭の役割等についての

理解」「子育ての新たな支え合いと連帯」の４つの重点課題を挙げています。また、

地域の子育て支援についても、乳幼児だけでなく成長過程の全段階での子どもと

子育てを大切にする取り組みを推進しています。 

平成１８年度の＊合計特殊出生率は、国や県の数値を大きく下回り、少子化の傾

向が顕著に現れ、子どもが健やかに育つ環境整備が求められています。 

保健センターでは、母子に対する健康相談や健診を行い、周辺の自治体や医師会などと協同して＊初

期・二次小児救急医療体制を整えています。 

保育所（園）で乳児保育や延長保育、一時保育、障がい児保育を実施し、また＊放課後児童クラブに

よる留守家庭児童の受け入れも行っています。子どもの居場所である児童館では、レクリエーション

やイベントの開催など多くの事業を実施しています。 

また、子どもたち自らが企画して子ども自身が楽しめるまちづくり「ミニまつぶし」を実施し、地

域・世代間交流の機会の促進に努めています。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 
心身ともに健康に育つ体制整備 
 

基本

的な

方針 

子どもを安心して育てることができるよう、母子保健・小児医療の充実を

図ります。 

保護者の育児と就労の両立を支援するとともに、多様な保育需要に対応す

るため、保育サービスの充実に努めます。 

健全な育成環境を形成するため、子どもたちの自主的な活動を支援すると

ともに、家庭・学校・地域の連携を強化します。 
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＊児童委員：児童福祉法にもとづき、厚生労働大臣が委嘱している民間奉仕者。児童の生活環境の改善・福祉・保健など児童福祉に関する

援助・指導を行う。民生委員を兼務する。 
＊民生委員：民生委員法にもとづき、厚生労働大臣が委嘱している民間奉仕者。住民の生活状態の把握や支援を必要としている者への自立

相談・助言、社会福祉事業者などとの連携・活動支援、福祉事務所その他関係行政機関への協力などを職務とする。児童委員を兼務する。 
＊ジュニアリーダー：中学生から１８歳までの男女が、主に小学生を対象とした事業を開催したり子ども会や青少年相談員などの団体が行

う事業の補助を行ったりするボランティア団体のこと。 

②犯罪・非行防止環境の向上 

子どもたちが心身ともに健やかに成長することができるよう、家庭・学校・地域や＊児童委員、

関係機関との連携を強化します。 

（４）権利の保障と社会参加の促進 

①児童虐待の防止 

児童の人権を守り、尊重するため、学校や児童相談所、警察などの関係機関、＊民生委員・児童

委員と連携し、児童虐待の防止に努めます。 

②青少年活動への支援 

青少年がふれあいながら健やかに育つことができるよう、子ども会やスポーツ少年団、＊ジュニ

アリーダーなどの青少年の健全育成に関わる活動を支援します。 

③地域における交流機会の提供 

子育てが楽しくなるよう、子どもを持つ親どうしが気軽に話し合える機会や、多世代交流の機

会の充実を図ります。 

 

（松伏町立第一保育所） 

松伏町立第一保育所 
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●保育所（園）の概況                                                             資料：福祉健康課 

年度 

保育所（園）数 
保育士

数 

その他

の職員

数 

園児数 

町立 私立 総数 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 

平成 14 １ ２ ３４ １５ ２７１ １５ ２８ ４６ ４９ ６２ ７１ 

平成 15 １ ２ ３６ １５ ２７６ １５ ３０ ４３ ６５ ５８ ６５ 

平成 16 １ ３ ５１ ２１ ３１４ １５ ３８ ５０ ６８ ７４ ６９ 

平成 17 １ ３ ５５ １９ ３２２ １８ ２９ ５２ ７０ ７６ ７７ 

平成 18 １ ４ ５８ ２９ ３６６ １５ ５３ ６３ ６９ ８５ ８１ 

平成 19 １ ４ ５５ ３８ ３６２ １９ ４５ ６４ ８０ ７２ ８２ 

●幼稚園の概況                                                   資料：学校基本調査（教育総務課） 

年度 園数 教員数 
園児数 

総数 男 女 3 歳児 4 歳児 5 歳児 

平成 14 ３ ２４ ４０７ １９２ ２１５ ５９ １６５ １８３ 

平成 15 ３ ２３ ３９８ １８７ ２１１ ５８ １６８ １７２ 

平成 16 ３ ２７ ３８２ １８３ １９９ ５３ １６２ １６７ 

平成 17 ３ ２７ ３９１ １９０ ２０１ ６１ １６０ １７０ 

平成 18 ３ ２５ ３７６ ２０４ １７２ ７１ １４４ １６１ 

平成 19 ３ ２７ ３７４ １８８ １８６ ６９ １５８ １４７ 

●乳幼児健康診査の受診者数                                                  資料：保健センター 

年度 
４か月健診 ９か月健診 １歳６か月健診 ３歳児健診 

受診者数 受診率 受診者数 受診率 受診者数 受診率 受診者数 受診率 

平成 14 ２６５ ９９．３ ２６４ ９５．８ ２８１ ９７．６ ２９９ ９５．８ 

平成 15 ２５４ ９７．７ ２６２ ９４．９ ２７５ ９３．９ ３２２ ９２．８ 

平成 16 ２５５ ９８．１ ２６０ ９６．３ ３０４ ９５．３ ３１２ ９２．０ 

平成 17 ２４５ ９３．２ ２７２ ９８．９ ２６４ ９５．０ ２９８ ９３．２ 

平成 18 ２１６ ９８．６ ２３６ ９３．７ ２６２ ９７．８ ３０２ ９１．２ 

平成 19 ２６２ ９６．９ ２３０ ９１．７ ２４７ ９５．４ ２７８ ９０．８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊児童委員：児童福祉法にもとづき、厚生労働大臣が委嘱している民間奉仕者。児童の生活環境の改善・福祉・保健など児童福祉に関する

援助・指導を行う。民生委員を兼務する。 
＊民生委員：民生委員法にもとづき、厚生労働大臣が委嘱している民間奉仕者。住民の生活状態の把握や支援を必要としている者への自立

相談・助言、社会福祉事業者などとの連携・活動支援、福祉事務所その他関係行政機関への協力などを職務とする。児童委員を兼務する。 
＊ジュニアリーダー：中学生から１８歳までの男女が、主に小学生を対象とした事業を開催したり子ども会や青少年相談員などの団体が行

う事業の補助を行ったりするボランティア団体のこと。 

②犯罪・非行防止環境の向上 

子どもたちが心身ともに健やかに成長することができるよう、家庭・学校・地域や＊児童委員、

関係機関との連携を強化します。 

（４）権利の保障と社会参加の促進 

①児童虐待の防止 

児童の人権を守り、尊重するため、学校や児童相談所、警察などの関係機関、＊民生委員・児童

委員と連携し、児童虐待の防止に努めます。 

②青少年活動への支援 

青少年がふれあいながら健やかに育つことができるよう、子ども会やスポーツ少年団、＊ジュニ

アリーダーなどの青少年の健全育成に関わる活動を支援します。 

③地域における交流機会の提供 

子育てが楽しくなるよう、子どもを持つ親どうしが気軽に話し合える機会や、多世代交流の機

会の充実を図ります。 

 

（松伏町立第一保育所） 

松伏町立第一保育所 
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大綱１ 子育て支援の施策 

大項目３．学校教育の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊生きる力：新学習指導要領で示されている、変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに身に付けさせたい｢確かな学力｣、｢豊かな

人間性｣、「健康と体力」の３つの要素からなる力のこと。 
＊耐震診断：建築物の耐震性能が確保されているかどうかを診断すること。 

近年は地域社会での教育力の低下や、子どもたちが様々な体験をする機会の減

少により、体力の低下や基本的な生活習慣の未確立、命を尊重する心や自尊心、

自制心、規範意識などの低下が問題視されてきています。 

国では、これからの子どもたちに身に付けさせたい「＊生きる力」として、知識

や技能に加え，「確かな学力」「豊かな人間性」「健康と体力」の３つの要素を

挙げています。 

本町では、各小中学校での特色ある教育活動推進事業や自主的に企画する社会体験チャレンジ事業、

外国語の指導員を配置しての国際理解などの授業、体力アップに向けた取り組み、少人数制指導、学

校給食を通じた栄養指導を行っています。 

学校施設は災害時の避難場所として利用できるため、順次、＊耐震診断や耐震補強工事を行うととも

に、老朽化にともなう施設改善や修繕などについても計画的に整備を進めています。 

また、教職員に対しては、自己申告制度による資質やモラルの向上を図っています。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 

特色ある教育の実施 

地域全体で学校教育を支援する体制づくり 
 

基本

的な

方針 

確かな基礎学力の定着や豊かな心を育成するため、魅力ある学校づくりを

進めます。 

心身ともに健やかな子どもの育成をめざし、体力の向上を図ります。 

学習しやすい教育環境を整備するため、教職員の資質向上を図ります。 

小学校への就学を円滑にするため、保育所（園）・幼稚園・小学校の連携

を図ります。 

地域に開かれた学校づくりを進めるため、家庭・地域との連携を強化する

とともに、教育関連情報の提供や家庭に対する教育支援を行います。 

まち

の 

現況 

基本

的な

方針 

今後

の 

課題
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＊ＡＬＴ：外国人語学指導助手のことで、「Assistant Language Teacher」の略。中学校における日本人教師の外国語授業や、小学校におけ

る外国語会話を補助する。 

目 標 

（平成２５年度） 

 

現 況 

（平成１９年度） 

活動

目標 

健やかな子どもを育成する学習環境を形成するために。 

30日以上の不登 

校児童・生徒数 

（１学級あたり） 

児童０．１７人 

生徒０．７人 
５年間 

児童０．０５人 

生徒０．５人 

体力診断テストで 

県平均を上回った 

種目数の割合 

６２％ ７０％ ５年間 

町非常勤講師数 ８人 １５人 ５年間 

教育月間を設定 

した学校数 
０校 ５校 ５年間 

施策

目標 

町民満足度の向上を図ります。 ～アンケート調査（５段階）～ 

子どもが学習し 

やすい教育環境 
２．８９ｐｔ ５年間 ３．４０ｐｔ 

基本

計画 

（１）魅力ある教育の実施 

①確かな学力の定着 

「生きる力」の一要素である「確かな学力」の定着を図るため、基礎・基本の

確実な定着を図るとともに、思考力や判断力、表現力などの育成に努めます。 

②豊かな心の育成 

他人を思いやる心や美しいものに感動する心といった「豊かな人間性」を育む

ため、社会体験・自然体験など児童・生徒の発達段階や特性を考慮した事業の実施に努めます。 

③国際化・情報化教育の推進 

国境を越えてお互いを理解し合える人間性を育むため、＊ＡＬＴなどを活用した外国語教育を展

開し、異文化への理解やコミュニケーション能力の育成を図ります。 

また、情報化社会に対応するため、教育用コンピュータの整備に努めるとともに、インターネッ

トなどの利用をとおして、情報を正しく選択できる能力の育成に努めます。 

活動

目標

基本

計画

施策

目標
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＊生きる力：新学習指導要領で示されている、変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに身に付けさせたい｢確かな学力｣、｢豊かな

人間性｣、「健康と体力」の３つの要素からなる力のこと。 
＊耐震診断：建築物の耐震性能が確保されているかどうかを診断すること。 

近年は地域社会での教育力の低下や、子どもたちが様々な体験をする機会の減

少により、体力の低下や基本的な生活習慣の未確立、命を尊重する心や自尊心、

自制心、規範意識などの低下が問題視されてきています。 

国では、これからの子どもたちに身に付けさせたい「＊生きる力」として、知識

や技能に加え，「確かな学力」「豊かな人間性」「健康と体力」の３つの要素を

挙げています。 

本町では、各小中学校での特色ある教育活動推進事業や自主的に企画する社会体験チャレンジ事業、

外国語の指導員を配置しての国際理解などの授業、体力アップに向けた取り組み、少人数制指導、学

校給食を通じた栄養指導を行っています。 

学校施設は災害時の避難場所として利用できるため、順次、＊耐震診断や耐震補強工事を行うととも

に、老朽化にともなう施設改善や修繕などについても計画的に整備を進めています。 

また、教職員に対しては、自己申告制度による資質やモラルの向上を図っています。 

まち 

の 

現況 

今後 

の 

課題 

特色ある教育の実施 

地域全体で学校教育を支援する体制づくり 
 

基本

的な

方針 

確かな基礎学力の定着や豊かな心を育成するため、魅力ある学校づくりを

進めます。 

心身ともに健やかな子どもの育成をめざし、体力の向上を図ります。 

学習しやすい教育環境を整備するため、教職員の資質向上を図ります。 

小学校への就学を円滑にするため、保育所（園）・幼稚園・小学校の連携

を図ります。 

地域に開かれた学校づくりを進めるため、家庭・地域との連携を強化する

とともに、教育関連情報の提供や家庭に対する教育支援を行います。 
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＊食育：健全な食生活や食文化の継承、健康の確保などを図るため、自らの食について考える習慣や食に関する様々な知識と食を選択する判

断力を楽しく身に付けるための学習のこと。 
＊ティームティーチング：複数の教師が授業をすすめる形態のこと。例えば、１人の教員が全体を指導している間に、もう１人の教員が個別

指導を行うなどの方法がある。 
＊学校評価：学校運営の改善と発展をめざすため、その教育活動などの成果を検証すること。 
＊外部評価：学校評価において、保護者や地域住民などによって構成される「外部評価委員会」を置き評価を行うこと。 
＊学校評議員制度：各学校の校長によって学区内から推薦された住民を、教育委員会が「学校評議員」として委嘱する制度のこと。委嘱され

た委員は、学校運営に対する助言などを行う。 

④特色ある学校づくり 

「心豊かにたくましく生きる松伏の子の育成」をめざした学校づくりを進めるため、地域の特

色を活かした教育活動を展開します。 

（２）健やかな体づくり 

①健康な体や体力の育成 

健康の保持・増進と体力の向上を促進するため、適切な運動と健康・安全についての理解をと

おして運動に親しむ環境や能力を育てます。 

②保健・給食の充実 

心と身体の健全な発達を促進するため、各種健康診断などを拡充するとともに、安全でおいし

い給食の提供に努め、健全な食生活を実践することができるよう「＊食育」を推進します。また、

不規則な食生活や偏食などによる肥満や貧血などを防ぐため、栄養指導による望ましい食習慣の

形成に努めます。 

（３）学習しやすい教育環境の充実 

①施設・設備の充実 

安心・安全な学校づくりのため、耐震補強事業や大規模改修事業などを計画的に実施し、教育

環境の改善に努めます。 

②教職員の充実配置 

非常勤講師による＊ティームティーチングの充実を図り、特別に配慮を要する児童・生徒の支援

など、一人ひとりに合ったきめ細やかな指導を実施します。 

③教職員研修の充実 

子どもたち一人ひとりの可能性を大切にし、時代の変化や教育の課題に柔軟に対応できる能力

の育成をめざして、教職員研修の充実を図ります。 

④学校運営の点検・評価の推進 

教職員の資質の向上を図るため、＊学校評価の公開や＊外部評価の工夫改善を推進し、教職員の

目標達成に対する意識を高めます。 

（４）就学支援 

①地域・家庭との連携の推進 

「地域の子どもは地域で育てる」という意識の醸成やその体制づくりを図るため、「小学校にお

ける学校応援団の組織づくり」など、学校と家庭、地域によるさまざまな形での連携を推進しま

す。 

また、地域住民の意見を学校運営に反映させるため、＊学校評議員制度の充実に努めます。   
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●小学校の概況                                          資料：学校基本調査 （教育総務課） 

年度 

学

校

数 

学

級

数 

児童数 教員数 教員１人当たりの児童

数 
総数 男 女 総数 男 女 

平成 14 ３ ６３ 2,072 1,080 992 ８６ ３１ ５５ ２４．１ 

平成 15 ３ ６２ 2,109 1,104 1,005 ８６ ３３ ５３ ２４．５ 

平成 16 ３ ６５ 2,172 1,127 1,045 ８９ ３３ ５６ ２４．４ 

平成 17 ３ ６５ 2,183 1,129 1,054 ９２ ３１ ６１ ２３．７ 

平成 18 ３ ６６ 2,174 1,105 1,069 ９２ ３２ ６０ ２３．６ 

平成 19 ３ ６７ 2,156 1,084 1,072 ９４ ３０ ６４ ２２．９ 

 

●中学校の概況                                          資料：学校基本調査 （教育総務課） 

年度 

学

校

数 

学

級

数 

生徒数 教員数 教員１人当たりの生徒

数 
総数 男 女 総数 男 女 

平成 14 ２ ２９ ９９６ ５１７ ４７９ ５３ ３５ １８ １８．８ 

平成 15 ２ ３０ １，００９ ５３２ ４７７ ５６ ３７ １９ １８．０ 

平成 16 ２ ２９ ９５８ ５０７ ４５１ ５６ ３７ １９ １７．１ 

平成 17 ２ ２９ ９５５ ４９５ ４６０ ５４ ３８ １６ １７．７ 

平成 18 ２ ３０ ９７６ ４９９ ４７７ ５５ ３７ １８ １７．７ 

平成 19 ２ ３０ １，０２６ ５３１ ４９５ ５４ ３４ ２０ １９．０ 

 

 

 

 

②保育所（園）・幼稚園・小学校の連携 

小学校への就学を円滑にするため、保育所（園）・幼稚園・小学校の連携を図り、子どもたちと

教職員が交流を持つことによって、お互いに理解を深めることができるよう努めます。 

（５）地域に開かれた学校づくり 

①教育相談体制の充実 

いじめや不登校、進路問題、障がいのある子どもの就学など、子どもや保護者が抱える不安を

解消するため、教育相談体制の充実を図ります。 

②学校に関する情報提供の推進 

「開かれた学校｣をめざし、学校評価の結果や教育目標、教育課程、教育活動の状況などの情報

を保護者や地域住民に対して積極的に提供するとともに、公開授業や学校行事への参加を呼びか

けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊食育：健全な食生活や食文化の継承、健康の確保などを図るため、自らの食について考える習慣や食に関する様々な知識と食を選択する判

断力を楽しく身に付けるための学習のこと。 
＊ティームティーチング：複数の教師が授業をすすめる形態のこと。例えば、１人の教員が全体を指導している間に、もう１人の教員が個別

指導を行うなどの方法がある。 
＊学校評価：学校運営の改善と発展をめざすため、その教育活動などの成果を検証すること。 
＊外部評価：学校評価において、保護者や地域住民などによって構成される「外部評価委員会」を置き評価を行うこと。 
＊学校評議員制度：各学校の校長によって学区内から推薦された住民を、教育委員会が「学校評議員」として委嘱する制度のこと。委嘱され

た委員は、学校運営に対する助言などを行う。 

④特色ある学校づくり 

「心豊かにたくましく生きる松伏の子の育成」をめざした学校づくりを進めるため、地域の特

色を活かした教育活動を展開します。 

（２）健やかな体づくり 

①健康な体や体力の育成 

健康の保持・増進と体力の向上を促進するため、適切な運動と健康・安全についての理解をと

おして運動に親しむ環境や能力を育てます。 

②保健・給食の充実 

心と身体の健全な発達を促進するため、各種健康診断などを拡充するとともに、安全でおいし

い給食の提供に努め、健全な食生活を実践することができるよう「＊食育」を推進します。また、

不規則な食生活や偏食などによる肥満や貧血などを防ぐため、栄養指導による望ましい食習慣の

形成に努めます。 

（３）学習しやすい教育環境の充実 

①施設・設備の充実 

安心・安全な学校づくりのため、耐震補強事業や大規模改修事業などを計画的に実施し、教育

環境の改善に努めます。 

②教職員の充実配置 

非常勤講師による＊ティームティーチングの充実を図り、特別に配慮を要する児童・生徒の支援

など、一人ひとりに合ったきめ細やかな指導を実施します。 

③教職員研修の充実 

子どもたち一人ひとりの可能性を大切にし、時代の変化や教育の課題に柔軟に対応できる能力

の育成をめざして、教職員研修の充実を図ります。 

④学校運営の点検・評価の推進 

教職員の資質の向上を図るため、＊学校評価の公開や＊外部評価の工夫改善を推進し、教職員の

目標達成に対する意識を高めます。 

（４）就学支援 

①地域・家庭との連携の推進 

「地域の子どもは地域で育てる」という意識の醸成やその体制づくりを図るため、「小学校にお

ける学校応援団の組織づくり」など、学校と家庭、地域によるさまざまな形での連携を推進しま

す。 

また、地域住民の意見を学校運営に反映させるため、＊学校評議員制度の充実に努めます。   

 


